
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１． 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券・・・・・償却原価法（定額法）によっている。 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法によっている。 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産・・・・・・・・・定額法によっている。 

    無形固定資産・・・・・・・・・定額法によっている。 

 

（４）引当金の計上基準 

    貸倒引当金・・・・・・・一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

    賞与引当金・・・・・・・職員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する

負担額を計上している。 

    退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、当期末の退職給付債務の見込額に基づき

計上している。 

        

（５）リース取引の処理方法 

    ファイナンス・リース取引の会計処理 

                    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

（６）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は税込方式によっている。 

 

２． 会計方針の変更 

     平成 19 年度の法人税法の改正に伴い、平成 19 年 4 月 1 日以降に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。なお、これによる当期一般正味財

産増減額に与える影響額は軽微である。 
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３． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

     基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

     基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円）

科　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　　投資有価証券 99,500,526 134,690 -                      99,635,216

　　基本財産引当預金 499,474 -                      134,690 364,784

小　　　　計 100,000,000 134,690 134,690 100,000,000

特定資産

　　退職給付引当資産 33,834,521 10,466,224 24,187,392 20,113,353

　　再資源化預託金等特定資産 689,185,647,328 375,813,322,389 295,478,259,957 769,520,709,760

　　特定再資源化預託金等特定資産 -                      507,132,523 507,132,523 -                      

　　預り保証金特定資産 2,300,000 -                      -                      2,300,000

小　　　　計 689,221,781,849 376,330,921,136 296,009,579,872 769,543,123,113

合　　　　計 689,321,781,849 376,331,055,826 296,009,714,562 769,643,123,113

（単位：円）

科　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

基本財産

　　投資有価証券 99,635,216 (99,635,216) (-） (-）

　　基本財産引当預金 364,784 (364,784) (-） (-）

小　　　　計 100,000,000 (100,000,000) (-） (-）

特定資産

　　退職給付引当資産 20,113,353 (-） (-） (20,113,353)

　　再資源化預託金等特定資産 769,520,709,760 (-） (-） (769,520,709,760)

　　預り保証金特定資産 2,300,000 (-） (-） (2,300,000)

小　　　　計 769,543,123,113 (-） (-） (769,543,123,113)

合　　　　計 769,643,123,113 (100,000,000) (-） (769,543,123,113)



５． 固定資産の取得価額、減価償却額累計額及び当期末残高 

     固定資産の取得価額、減価償却額及び当期末残高は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

（注） 前記の法人税法の改正に伴い、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より取得価額の５％と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上している。なお、これによる当期一般正味財産増減額に与える影響額は軽微であ

る。 

 

 

 

６． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

     満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

   （１）基本財産（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円）

科      目 帳簿価額 時     価 評価損益

国債

　利付国庫債券(5年)第52回 99,635,216 100,560,000 924,784

小     計 (1銘柄） 99,635,216 100,560,000 924,784

合     計 (1銘柄) 99,635,216 100,560,000 924,784

（単位：円）

科　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備 24,426,906 6,612,401 17,814,505

什器備品 8,097,223 3,403,462 4,693,761

合　　　　計 32,524,129 10,015,863 22,508,266



 （２）特定資産（再資源化預託金等特別会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

   （注） 当財団にて購入・運用している国債等の債券は、満期時に債券額面による償還を受けることを

予定していることから、満期保有目的の債券としての会計処理である償却原価法（定額法）により

評価している。 

          上記表に記載した「評価損益」は、期末時点の償却原価法にもとづく帳簿価額と時価との差額

であり、満期時に債券額面による償還を受ける場合に見込まれる損益を示すものではない。 

 

７． リース取引関係 

（１）ファイナンス・リース取引関係 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

 

 

 

（単位：円）

什器備品 ソフトウエア 合　　計

取得価額相当額 21,741,157 5,600,340 27,341,497

減価償却累計額相当額 12,806,547 3,141,757 15,948,304

期末残高相当額 8,934,610 2,458,583 11,393,193

（単位：円）

科      目 帳簿価額 時     価 評価損益

国債

　利付国庫債券(10年)第284回 22,570,355,565 23,702,305,000 1,131,949,435

　利付国庫債券(5年)第35回 16,902,816,588 16,866,744,000 △ 36,072,588

　利付国庫債券(10年)第289回 16,732,277,681 17,165,940,000 433,662,319

　その他の国債(70銘柄) 533,597,102,322 547,250,105,000 13,653,002,678

小     計 (73銘柄） 589,802,552,156 604,985,094,000 15,182,541,844

地方債

　愛知県平成19年第1回 1,101,159,330 1,140,920,000 39,760,670

　千葉市平成19年第1回 998,462,230 1,038,900,000 40,437,770

　その他の地方債(193銘柄） 44,352,162,885 45,333,602,335 981,439,450

小     計 (195銘柄) 46,451,784,445 47,513,422,335 1,061,637,890

政府保証債

　首都高速道路第196回 1,537,228,259 1,637,464,500 100,236,241

　日本高速保有・債務返済機構第11回 1,490,340,247 1,584,600,000 94,259,753

　その他の政府保証債(141銘柄） 58,736,850,036 60,220,510,500 1,483,660,464

小     計 (143銘柄) 61,764,418,542 63,442,575,000 1,678,156,458

その他の有価証券(211銘柄） 63,287,697,138 64,341,556,000 1,053,858,862

合     計 (622銘柄) 761,306,452,281 780,282,647,335 18,976,195,054



② 未経過リース料期末残高相当額 

 

 

 

 

③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

 

 

 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。 

 

⑤ 利息相当額の算定方法は、リース料総額と取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっている。 

 

（２）オペレーティング・リース取引関係 

    未経過リース料 

 

 

 

 

８． 退職給付関係 

（１）採用している退職給付制度の概要 

  確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。 

 

（２）退職給付債務及びその内訳 

 

 

 

 

（３）退職給付費用に関する事項 

 

 

 

 

（単位：円）

１年以内 １年超 合　　計

6,256,230 8,992,868 15,249,098未経過リース料期末残高相当額

（単位：円）

支払リース料 9,703,200

減価償却費相当額 5,468,268

支払利息相当額 4,707,153

（単位：円）

１年以内 １年超 合　　計

- - - 未経過リース料

（単位：円）

①退職給付債務 △ 20,113,353

②退職給付引当金 △ 20,113,353

（単位：円）

①勤務費用 8,589,343

②退職給付費用 8,589,343



（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を退職給付債務としている。 

      

９． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

     指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．特定再資源化預託金等の額 

固定負債の勘定科目である再資源化等預託金及び情報管理預託金の残高に含まれる特定再

資源化預託金等の額は、次のとおりである。 

 

 

（単位：円）

内　　　　容 金　　　額

経常収益への振替額

　　基本財産受取利息計上による振替額 936,882

合　　　　計 936,882

（単位：円）

再資源化等預託金 748,592,480,513 2,294,377,230

情報管理預託金 13,200,770,540 1,275,530

科　　目 期末残高
うち特定再資源
化預託金等の額


